【令和６年度公的介護施設整備事業計画書作成要領】

地域密着型サービス事業者の指定は、市町村長が事業者の申請にもとづいて、サービスの種類と事業所ごとに行います。
日田市では、地域密着型サービスの指定申請の受付期間を設定していますが、第９期日田市高齢者保健福祉計画（令和６年度～令和８年度）の策定に伴い「認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）」、「地域密着型特定施設入居者生活介護」、「看護小規模多機能型居宅介護」の事業計画の受付を行います。
なお、採択された計画については、事業者と市が施設整備や指定申請について協議し、サービスの種類によっては、補助事業を実施できる場合があります。
施設整備事業の予定がある事業者は、次により公的介護施設整備事業計画書（以下「事業計画書」という。）を作成し提出してください。

１．事業計画の施設の種類及び予定地等
(1) 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）
①事業計画の施設
認知症対応型共同生活介護（１ユニット定員９名以内）
②事業予定地の要件
住宅地の中にあること又は住宅地と同程度に家族や地域住民との交流の機会が確保される地域。
※現在、指定事業所の少ない圏域及び指定事業所の無い地域を優先します。
※災害レッドゾーン内（土砂災害特別警戒区域内）の整備は対象外。災害イエローゾーン内の整備は別途要件があります。詳細は下記【災害イエローゾーンにおける補助要件】をご確認ください。
③事業開始予定年月日
ア．④の補助金を活用する場合、令和７年度又は令和８年度事業であるため、令和７年９月又は令和８年９月以降の工事着手となり、各年度内に完成後、速やかに事業所指定を受け、サービスを開始すること。
イ．④の補助金を活用せず自己資金等で整備する場合、令和９年３月までに事業所指定を受け、サービスを開始すること。
④施設整備費補助金等
医療介護提供体制改革推進交付金又は介護サービス基盤整備事業費補助金を財源として、今後、施設整備分36,600千円及び施設開設準備経費等支援分914千円（定員１名あたり）を予算計上する予定です。市の補助金は、その財源があることが前提であり、国等の交付金等が得られることを条件とします。
※補助単価については変更となる可能性があります。



(2) 地域密着型特定施設入居者生活介護
①事業計画の施設
地域密着型特定施設入居者生活介護（定員29名以内）
②事業予定地の要件
住宅地の中にあること又は住宅地と同程度に家族や地域住民との交流の機会が確保される地域。
※指定の圏域は日田市全域です。
※災害レッドゾーン内（土砂災害特別警戒区域内）の整備は対象外。災害イエローゾーン内の整備は別途要件があります。詳細は下記【災害イエローゾーンにおける補助要件】をご確認ください。
③事業開始予定年月日
ア．④の補助金を活用する場合、令和７年度又は令和８年度事業であるため、令和７年９月又は令和８年９月以降の工事着手となり、各年度内に完成後、速やかに事業所指定を受け、サービスを開始すること。
イ．④の補助金を活用せず自己資金等で整備する場合、令和９年３月までに事業所指定を受け、サービスを開始すること。
④施設整備費補助金等
医療介護提供体制改革推進交付金又は介護サービス基盤整備事業費補助金を財源として、今後、施設開設準備経費等支援分914千円（定員１名あたり）を予算計上する予定です。市の補助金は、その財源があることが前提であり、国等の交付金等が得られることを条件とします。
※補助単価については変更となる可能性があります。
※施設整備費補助金はありません。

(3) 看護小規模多機能型居宅介護
①事業計画の施設
看護小規模多機能型居宅介護（登録定員29名以内）
②事業予定地の要件
住宅地の中にあること又は住宅地と同程度に家族や地域住民との交流の機会が確保される地域。
※現在、指定事業所の無い圏域を優先します。
※災害レッドゾーン内（土砂災害特別警戒区域内）の整備は対象外。災害イエローゾーン内の整備は別途要件があります。詳細は下記【災害イエローゾーンにおける補助要件】をご確認ください。
③事業開始予定年月日
ア．④の補助金を活用する場合、令和７年度又は令和８年度事業であるため、令和７年９月又は令和８年９月以降の工事着手となり、各年度内に完成後、速やかに事業所指定を受け、サービスを開始すること。
イ．④の補助金を活用せず自己資金等で整備する場合、令和９年３月までに事業所指定を受け、サービスを開始すること。
④施設整備費補助金等
医療介護提供体制改革推進交付金又は介護サービス基盤整備事業費補助金を財源として、今後、施設整備分36,600千円及び施設開設準備経費等支援分914千円（宿泊定員１名あたり）を予算計上する予定です。市の補助金は、その財源があることが前提であり、国等の交付金等が得られることを条件とします。
※補助単価については変更となる可能性があります。

　【災害イエローゾーンにおける補助要件】
　　　　(1)建設予定地
ア：土砂災害警戒区域または浸水深１メートル以上の浸水想定区域等（※）
イ：浸水深１メートル未満の浸水想定区域等（※）
※アについては、(2)に掲げるａ～ｄの全てに該当すること。
イについては、(2)に掲げるｃ及びｄに該当すること。
　  (2)補助要件
ａ：新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する日常生活圏域において、当該日常生活圏域の大半が災害イエローゾーンである等、災害イエローゾーン以外での事業用地の取得が困難であること。
ｂ：新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する市区町村において、災害イエローゾーンにおける介護施設等の新規整備を認めない場合、当該施設が所在する区域において市町村の介護保険事業計画で見込まれている必要な介護サービス量の確保が困難になり、かつ、将来にわたり充足される見込みがないこと。
     ※当該要件は市が判断します。
ｃ：新規整備を行う介護施設等又は介護施設等が立地する事業用地において、災害イエローゾーンの災害想定により想定される被災リスクに対して、被害の防止・軽減のための対策及び迅速な避難を可能とするための施設・設備上の対策が実施される計画となっていること。
　　　　　 ｄ：新規整備を行う介護施設等の事業用地が所在する災害イエローゾーンの災害想定により想定しうる被災リスクへの対策が非常災害対策計画、避難確保計画等に記載される計画となっていること。

２．計画事業者の要件
以下の(1)～(4)の要件を全て満たすこと。また、(5)～(7)については、該当する事業所・施設の要件を満たすこと。
(1) 申請者は、法人であること。※これから法人を設立予定のものを含む
◆認知症対応型共同生活介護
「老人福祉法」第５条の２第６項に規定する「認知症対応型老人共同生活援助事業」として、同法第14条の規定にもとづく届出が必要。
◆地域密着型特定施設入居者生活介護
・有料老人ホームは「老人福祉法」第29条第１項の届出が必要（サービス付き高齢者向け住宅として登録されたものは届出不要）。
・養護老人ホーム及び軽費老人ホームは「社会福祉法」の第一種社会福祉事業として同法第62条第１項の届出及び第２項の許可が必要。
◆看護小規模多機能型居宅介護
「老人福祉法」第５条の２第７項に規定する複合型サービス福祉事業として同法第14条の規定にもとづく届出が必要。
(2) 整備用地が、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」に基づき県知事が指定した土砂災害特別警戒区域外にあること。
(3) 整備用地が、法令等に基づく建築規制解除や開発許可等が見込まれる用地であること。
(4) 建築基準法、消防法、老人福祉法及び介護保険法等の関係法令を遵守すること。
(5) 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）
◎代表者は、特別養護老人ホーム等の従業者もしくは訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験、または保健医療サービスもしくは福祉サービスの経営に携わった経験を有し、必要な研修（認知症対応型サービス事業開設者研修）を修了している者であること。
◎管理者は、常勤専従（管理上支障がない場合は、その他の職務に従事可能）であって、特別養護老人ホーム・老人デイサービスセンター・介護老人保健施設・認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者または訪問介護員等として３年以上認知症である者の介護に従事した経験があり、必要な研修（認知症介護実践者研修・認知症対応型サービス事業管理者研修）を修了している者であること。
◎計画作成担当者は、指定認知症対応型共同生活介護事業所ごとに保健医療または福祉サービスの利用に係る計画の作成に関し知識・経験を有し、必要な研修（認知症介護実践者研修または基礎課程）を修了している者であること（利用者の処遇に支障がない場合は、その事業所の他の職務に従事可能）。
１以上は介護支援専門員とし、他の計画作成担当者の業務を監督すること。介護支援専門員でない計画作成担当者には、特別養護老人ホームの生活相談員や介護老人保健施設の支援相談員等、認知症についての介護サービスの計画作成に実務経験がある者を充てる。
(6) 地域密着型特定施設入居者生活介護
◎管理者は、専従（管理上支障がない場合は、施設または同一敷地内にある他の事業所・施設等・併設する事業所の職務に従事可能）であること。
◎計画作成担当者は、介護支援専門員を１以上専従（利用者の処遇に支障がない場合は、他の職務に従事可能）で配置すること。
ただし、併設事業所の介護支援専門員により利用者の処遇が適切に行われるときは、置かないことができる。
(7) 看護小規模多機能型居宅介護
◎代表者は、特別養護老人ホーム等の従業者もしくは訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験、または保健医療サービスもしくは福祉サービスの経営に携わった経験を有し、必要な研修（認知症対応型サービス事業開設者研修）を修了している者であること。
◎管理者は、常勤専従（管理上支障がない場合は、事業所・併設施設等の職務に従事可能）であって、特別養護老人ホーム・老人デイサービスセンター・介護老人保健施設・看護小規模多機能型居宅介護事業所等の従業者または訪問介護員等として３年以上認知症である者の介護に従事した経験があり、必要な研修（認知症介護実践者研修・認知症対応型サービス事業管理者研修）を修了している者であること。
◎介護支援専門員は、居宅サービス計画・看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に専従（非常勤可、支障がない場合は、事業所・併設施設等の他の職務に従事可能）であって、必要な研修（認知症介護実践者研修・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修）を修了している者であること。
　　※　制度改正等に応じて、要件を追加する場合があります。

３．事業計画書受付等の期間
① 事業計画書作成要領の配布期間　　令和６年５月２７日から
② 事業計画書受付期間　　　　　　　令和６年５月２７日から令和６年８月２６日まで

４．事業計画書の受付方法
日田市役所長寿福祉課に持参することにより受付し、随時ヒアリングを実施します。

５．事業計画書採択の基準
採択の基準については、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」を満たすとともに、「日田市地域密着型サービスに関する運営委員会」の意見を踏まえ次の項目により審査します。
(1) 法人の経営理念に沿った、当該事業の運営方針及び考え方
(2) 第９期日田市高齢者保健福祉計画との整合性
(3) 地域密着型サービス等の事業実績
(4) 事業用地確保等の事業の確実性等
(5) 地域住民の理解・支援・協力体制
(6) 事業に係る財源の確保・調達方法及びホテルコスト等適正な利用料金に対する考え方
(7) 事業を経営するために必要な組織・人材の準備状況
※ 審査の結果によりすべての事業計画が高齢者保健福祉計画の目的を達成できないと判断した場合は、採択を行わないことがあります。その場合、再度受付期間を定めることとします。

６．提出する書類
◎公的介護施設等整備事業計画に添付する書類は、別添「提出書類一覧表」のとおりで　　各２部とします。
◎提出書類については、事業者においても控えを保管して下さい。
◎提出期間終了後は、法人の都合による計画の変更は認めません。なお、市が必要と判断した場合には、市から書類の追加や補正を求めることがあります。

７．提出に当たっての留意点
(1) 重複計画の禁止
１事業者の計画は１つとし、別のグループ構成団体一員として提出することはできません。
(2) 虚偽の記載をした場合
計画者が提出された書類に虚偽の記載をした場合は、計画を無効といたします。
(3) 費用負担
事業計画書作成に関し必要な費用は、事業者の負担とします。
(4) 計画の取下げ
事業計画書を提出した後に、計画を取りやめる場合は、計画中止届（任意様式）を提出して下さい。
(5) 採択後の取扱い
今回採択された事業者については、その時点での関係法令、通知、指導要綱等を基にして、より詳細な事業計画を作成し、「日田市指定地域密着型サービスの事業に係る申請者の要件並びに人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」により市の指定サービス事業者となるよう事前協議を行います。
なお、採択後において重大な不備のあることが判明した場合には、整備すべき事業として認めない場合があります。
また、各種法令等の改正によって、事業計画や補助金額等が変更になる場合があります。その際には、改正になった法令等を基にして事業を進めていただきます。
(6) 事業に必要とされる関係法令等の遵守
事業者は、事業を実施するに当たって、必要とされる関係法令、関係条例等を遵守してください。

【参考】
· 省令等
· 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年3月14日厚生労働省令第34号）
· 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年3月14日厚生労働省告示第126号）

· 解釈通知等
· 指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について（平成18年3月31日老計発第0331004号、老振発第0331004号、老老発第0331017 号）
· 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年3月31日老計発第031005号、老振発第031005号、老老発第0331018号）

８．事業計画書等の提出並びに問い合わせ先
日田市福祉保健部長寿福祉課介護保険係（市役所本庁舎1階）
電　話　 ０９７３－２２－８２６４
ＦＡＸ 　０９７３－２２－８２５８
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